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-1資料５

みやぎ版注文住宅供給システムの構築について

１．目的

住宅建設に関わる総合的な産業振興と良好な住宅ストック形成を目指し、スクラップ

アンドビルド型の住宅生産から長期的に良好な居住性能を持つストック型成型の「新た

な市場形成」を確立することを目的とする。

いい住宅、すなわち を新築時は「長持ちし、住み継がれ、流通していく住宅」

もとより、既存住宅の増改築、リフォーム時に整備していく体制を創出する。

２．みやぎの住宅市場形成

国の制度、施策等を踏まえ、宮城の地域特性や住宅産業、住宅機能に関与する関係者

の英知を結集した「新しい住宅生産、流通システム」を構築する。

新しい住宅生産、流通システムイメージ

みやぎ版注文住宅の創設

林業者、製材業者地域産材供給ネットワークの構築

認証材料の製造（みやぎブランド木材認証システムの確立）

（材料直接供給）住宅関連新技術・

新部品等開発

登録施工者によるみやぎ版注文住宅施工者の

住宅建設認定及び登録制度創設

（価格・仕様のチェック）

住

現場確認 宅中立的立場の住宅建設調整組織創設 住宅相談センター

建

設設計者

（住宅相談）

住宅取得希望者
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３ みやぎ版注文住宅のイメージ

宮城の風土が育んだ森林資源をふんだんに活用し、宮城が育てた匠の技を結集して建

設される を と位置「長持ちし、住み継がれ、流通していく住宅」 「みやぎ版注文住宅」

付ける。

具体的には、住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく「住宅性能表示制度」に

、 「 」 、定められた以下の９分野に加え 例えば以下のような 宮城県独自の指標 を設定して

規定以上のポイントを獲得した住宅を「みやぎ版注文住宅」と位置づけ、普及を図って

いく。

① 構造（地震などに対する強さ）

② 火災（火災に対する安全性）

③ 劣化軽減（柱や土台などの耐久性）

④ 維持管理（配管の清掃や取り替えのしやすさ）

⑤ 温熱環境（省エネルギー対策）

⑥ 空気環境（シックハウス対策）

⑦ 光・視環境（窓の面積）

⑧ 音環境（遮音対策）

⑨ バリアフリー（高齢者への配慮）

宮城県独自の指標

⑩ 地域産材活用

⑪ 地元工務店活用

⑫ 適価性・価格透明度

⑬ 街並み適合度

⑭ 住み替え自在性

○構造の安定

○火災時の安全

○劣化の軽減

○維持管理への配慮

○温熱環境

○空気環境

○光・視環境

○音環境
○高齢者への配慮

☆☆☆☆

☆☆☆☆

☆住み替え自在性

☆街並み適合度

☆適価性・価格透明度

☆地元工務店活用

☆地域産材活用

（ハイグレード住宅）Ａﾀｲﾌﾟ

（ に配慮した住宅）Ｂﾀｲﾌﾟ シックハウス、バリアフリー

（地域密着型住宅）Ｃﾀｲﾌﾟ
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４ プロジェクトの具体的イメージ

Ⅰ 地域事業展開イメージ（登米型住宅を例に）

消費者

住宅建築主 県、市町村

情報提供 （登米市民） 街の木質化

ﾓデル棟 （登米まちづくり）

総合相談センター

基本情報提供

（建住セ等に設置）

地区相談センター 建築行政、大学

個別相談 構造等基準

（迫合庁に設置）

地域コンソーシアム

設計事務所 事業計画、営業 活動支援費

個別相談設計 （森組に設置）

森林組合 工務店

木材生産、加工 建築、左官等

（登米森組等）

住宅関連企業

部材生産

Ⅱ 民家保存再生のイメージ（南郷町被災住宅再生の中で）

構造計算

方法開発、評価

基準法との適合性

評価、認定

大崎すまいの 伝統木造工法NW

研究会開催 金物使用せず

改修再生、復元 高耐久保持 伝統住宅のニーズ

PR都市住民へ

建築技術

講習会
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Ⅲ 建築主重視のシステムイメージ（コンシェルジェシステムを例に）

検討項目

(漆喰壁等 )

耐久性 耐震性 気密断熱 健康

(ｳｯﾄﾞﾏｲﾙ等)安全 快適 安心

維持修繕 デザイン 地球環境

構造 材料 (景観等)満足

増改築 (木造等) (非集成材等) 地区環境環境

規模 建築費用

工期 近隣関係納得

資金返済

施工信頼 資産価値

住宅取得希望者

建築主優先 相談 地域的取組

客観性保持 指導 継続的展開

（ 、 ）調整機構 財団等NPO

材料関係 情報 金融機関

都市計画 性能関係 施工者 設計者 不動産

建築工事等関係者

５プロジェクトの実施対象

( ) システムの具体的検証を行いつつ、新たな市場成立を、わが国住宅の現在の耐用1

年数の３０～４０年程度の中長期的展望の基にとりあえず１０年先に設定する。

( ) 対象とする住宅は、当面軸組構法の戸建て住宅を基本とし、以下のタイプを想定2

する。

① 地域ネットワーク型

○ 各地域の林業者・建築設計者・施工者等の地域ネットワークにより供給する

「みやぎ版注文住宅」

○ このタイプについては、既に「登米森林組合を中心としたグループ」から事

業提案があり、その他大崎地方の「おおさき材利用ネットワーク」において

も同様の動きがあり、県全体では１０グループ位が事業主体となって「みや

ぎ版注文住宅」の供給に当たれるものと思われる。
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② コンシェルジュ型

「 」 、○ 現在 法人 ハウジングネットコンシェルジュ が実施しているようなNPO

中立的立場の団体（ 等）が、これから住宅建設を計画している人々の相NPO

談窓口になり、価格を含めた住宅供給体制の透明化を図りながら、地域の工

務店と協働して住宅を供給していくタイプ。

○ 事業主体としては 「 法人 ハウジングネットコンシェルジュ」等の、 NPO

建築関連 法人５団体位が想定される。NPO

③ 住宅地管理型

○ 仙台市の鶴ヶ谷団地のように、昭和４０年代に開発された団地が、住宅の

老朽化及び住人の世代交代等により、住宅の建て替えやリフォームの時期を

向かえている。

それらの団地においては、地区計画等による景観上良好な「まちなみ」形

成が行われてきたとは言い難い。それらの地域において、まちなみ景観形成

のルール化を図り、住宅の建て替え時期においてルールののっとった良好な

「まちなみ景観」の形成を図っていく。

④ 景観整備型

○ 登米町や松山町のように景観形成条例や要綱により「まちなみ景観整備」

に力を入れている地域や、日本三景松島のような観光地において、地域に

あった良好な景観形成に寄与するような住宅整備を、助成制度等を活用し

ながら進めていく。

⑤ 古民家等保全型

○ 県内に多数存在する文化財級古民家の耐震診断方法及び耐震補強工法の

検討を行い、伝統木造構法による古民家の耐震化を図るとともに、伝統技

術の継承を図っていく。

⑥ 耐震補強型

○ 近々発生すると予想される「宮城県沖地震」に備えるため、昭和５６年の

新耐震基準が適用される以前に建築された住宅の耐震診断を行い、危険と診

断された住宅に対し、耐震補強に関する助成制度等による耐震化事業を実施

する。
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６ 推進体制

本プロジェクトを推進するに当たり 「みやぎ版注文住宅供給システム」の核となる、

協議会を設立し、広く事業主体となり得る団体等の募集を図り協力関係を築いていく。

当面は「みやぎ版注文住宅供給システム検討委員会」が協議会の役割を担う。

○ 協議会 建築者

居住者

デベロッパー

建設、保全関係 市場関係者

建築士 金融機関協議会

工務店 仲介機関

関連企業 まちづくり関係

部材メーカー 行政、研究者

住民、来訪者木材供給者

募集、事業支援 参加、活動

○ 事業主体：企業、 、グループ等（地域の主体性尊重、県外にも働きかけ等）NPO

７ 具体的「みやぎ版注文住宅」イメージ

( ) みやぎ版注文住宅のタイプ事例1

① Ａタイプ ： ハイグレード住宅タイプ

② Ｂタイプ ： シックハウス、バリアフリーに配慮した住宅

③ Ｃタイプ ： 地域密着型住宅

( ) 取組事例（ タイプ 地域密着型住宅）2 C

建設の経緯

登米町外のＫ氏から、登米町役場に住宅建設の相談があり、登米町役場より登

米森林組合を紹介。

登米森林組合を中心とする施主、設計者、施工者のネットワークを形成し、設

計者が施主の要望を図化し、それを施工者が具現化することにより住宅を建設し

た事例である。そこに使われた木材のほとんどは、登米森林組合より生産者の顔

が見える地場産材が供給されている。

その建物概要を次に示す。
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① 物 件 名 登米町内 Ｋ邸

② 木材等材料供給者 登米森林組合

③ 設 計 者 登米町内 Ｍ設計

④ 施 工 者 登米町内 Ａ建築

仕上げ表

天井 屋根

腰壁 壁

外部
100磁器角ﾀｲﾙ
（ﾎﾟｰﾁ）

杉（下見板張り）
ラス下地
漆喰仕上げ

和瓦葺き

和室 畳 杉板横張
石膏ボード下地
珪藻土壁

杉板格天井

台所 赤松板（厚１８） 杉板縦張 珪藻土パネル 杉板

浴室

洗面・脱衣 ヒノキ ヒノキ板縦張 珪藻土パネル ｷﾘ竿縁天井

便所 ヒノキ ヒノキ板縦張 珪藻土パネル ｷﾘ竿縁天井

玄関
100磁器角ﾀｲﾙ
（ﾎﾟｰﾁ）

ヒノキ板横張
石膏ボード下地
珪藻土壁

杉板

縁側・廊下 赤松板（厚１８） 杉板縦張 珪藻土パネル 杉板格天井

押入・洋服入れ 合板 杉板縦張 珪藻土パネル 合板

室名 床
壁

ユニットバス


